
【行政・関係機関等の取組の指棟】   

算定時の現状値   ベースライン調査等   日模   第1回中間評価   調査   

平成13年在「地域における新しいへ  89．3％  

64．4％  ルスコンサルティングシステムの機  1（旧％  （政令市94も  
平成17年自治体調査（母   

築に関する研究」山辣然太朗班  市町村89．7も）  子保健課）  

第2回中間評価   調査  

91．8％  平成21年自治体調査（母  
（政令市92．9％、市町村91．8％）   子保健課）   

データ分析   

育児支援に主点をおいた乳幼児健診を行っている地方公共団体は、第1回評価時と比べ、市町村でやや増加し、政令市とと  

結果  
もに9割を越えた。訂標には及ばないものの増加している。  

■   
の防止等に関する専門委員会」報告書（平成15年8月）等多くの報告の中でも、乳幼児健  

分析   社会保障宇津会児童郡会l児玉虐待   診の中で、育児支捜や児童虐待の早期発見機能の酎ヒが目指されており、r疾病発見から子育て支援へ」、「指導から支援  
へ」の従事者側の意識の転換が順吉馴こ定着してきていると息われる。乳児健諺を育児支捷の視点で行ったことによる親の満 Rlき」b書順ス参の1落城多面】豊郷拓7事碧かl＿ヽポ書I別二自信▲拙い錮の滅血な．ド♪合：hlナ丁‘星空価寸■わば一語Ⅵ勇払璽け山王丁   

評価   日掛こ向かって順竜割こ改善している。   

調査・分析上の課法   割合は順調に改善しており、さらに育児支援の内容の把握も検討することが望ましい。   

児童虐待による死亡事例の状況からも、生後より早い段階で乳児全数の状況を見極めることが必要であり、その効果的機会  
目棟達成のための課媛     として乳児健診が改めて見直されている。今後lま、効果的な健診の受診ヰの向上や未受診把握の方法、虐待の防止のため  

に保健と棒祉の連携等を検討していく必要がある。  

ナ◆ ．，‖J〒 掃粁．．謬準絹，、；   
【保健医療水準の指標】  

策定時の現状値   ベースライン騨査等   目標   第1回中間評価   調査   

87．5％   平成17年度厚生労働省（母子保健  
課等）視べ   

100％   （策定時＝第1回中間評価時）  

第2回中間評価   調査  

93．6％   平成21年自治体調査（母  
子保健漂）   

データ分析   

乳幼児期早期からの状況の把握は、虐待防止等のために重要である。今回は策定時に比べ6％の増加を認めた。   

結果  

目標数使に向けて増加を放めているが、なお乳児期早期に把握する取り租みが認められない自治体が残っている。なお、全  

分析  歎把握を目標とするあまりに、個々の対応が浅くなる懸念もあり、保健サービスの暮と質の／くランスを考慮することも必要であ  
る。   

早期からの要支援児壬、要保経児童の発見には、医療機関との連携も有効であるが、まだ十分ではない。また、把握された  
評価  情報の有効活用には、相祉担当部局と保健担当部局の連携も大きな課題である。   

目標数値に向けて増加しているが、全数を把握するという暮的な評価のみでなく、ま庭の持つそれぞれのニーズに応じた適  
調査・分析上の課想  切な支援が行われているかどうかが重要であり、支援内容を把握について検討することが望まれる。   

目標達成のための課超  医療職開との連携、梓祉部門との連携も含めた自治体の対応が求められる。   
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【行政・関係団体等の取朝の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

平成17年度厘生労働省（母子保健 べ  それぞれ100％   
課等）調  （策定時＝第1回中間評価時）  

食育における阻係機関等のネット  
ワークづくりの推進に取り組む都道  第2回中間評鹿   調査  
帝県の割合87．01  
保育所、学稜、住民組織等閑係機  食育における関係機関等のネット  
関の連携により取報を推進している  ワークづくりの推進に取り組む都道  
五紅玉控の割合85朋  府県の割合91．5％  
※政令市特別区市町村を含む数値  平成21年自治休調査（母  

へ変更（平成21年）  保育所、学校、住民組織等閑係棟  子保健課）   

関の連携により取組を推進している  
市町村の割合92．9ち  

データ分析   

第1回中間評価時（策定時）に比較すると、第2回中間評価時における値は増加傾向にある8   

結果  

取り租みの割合が9肌を超えようという状況になった○ここから目標値（100％）までは、」れまで以上の推進啓発と具体的な展  
分析  開支援が求められる。   

目標に向かつているが、市町村における取り組みの推進がより一層望まれる。   
評価  

今後も同様の手法でデータを把握していく必要がある。  
調査・分析上の課楓  

、‡ ニl彗l   

目標達成のための課題  平成17年からの食育基本法 
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【行政・関係機関等の取組の指棲】   

集紬魁  ㌻－魚            ン  
兼定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1匡仲間評価   調査   

17施設（15府県）   平成12年雇児昂家庭福祉課調べ   全都道府県   27施設   
平成17年産児局家庭福祉  
課調べ  

第2回中間評価   調査  

31施設   平成19年産児局家庭福祉  
課調べ   

データ分析   

施設数は、平成11年、12年と横ばいの状態であったが、それ以降増えて、平成17年には、27施設に増加、平成19年にlま、31  

特異  施設tこ着実に増加している。   

当鞍施設は、心理的治療をきめ聞かく行う施設として、近年、特に被虐待児の心のケアの場として注目されており、児童相談  
分析  所の児童虐待相談件数が伸びている現状を鑑みれば、今後もその整備は進むと思われる。   

目楓こ向けて恨調に改善している。今後も緩やかに増加していくと考えられるものの、目標達成は難しい。なお、健やか親子  
評価  21に木目標を設定したことが、当該地殻の増加に影響を与えたのではないかと考えられる。   

施設数の動向と同時に、入所・適所児童数や、入所・適所期間などによって、ケアを受けている児童の巽的な変化を把握する  
調査・分析上の課題  ことが必要である。ケアの内容や職長凱職種専を把握し、ケアの質の検討についても、今後考慮する必章がある。   

目標達成のための課盟  予弄および人員の確保、職員の専門赫としての質の担保が必要である。   

【行政・関係機関等の取組の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   日棟   第1回中間評価   調査   

35．7％   1∝I％   
46．Ol   平成17年自治体調査く母   

平成13年度「地域における新しいへ  
子保健課）  

ルスコンサルティングシステムの楕  
集に関する研究」  第2匡l中間評価   調査  

山錬然太朗班  
45．5％   平成21年自治体調査（母   

子保健課）   

データ分析   

帯1回中間評価では、育児不安や虐待釈への地域資源が不足している状況が認薄され始め、自治体での現グループの活動  

結果  支捜は策定時と比較して増加したが、今回は策定時と比べて増加しているものの、前回評価時と比べてやや減少に転じた。   

分癖   乳幼児健診をはじめとした母子保健活劇が子育て支援や虐待予防の視点に立って行われはじめ、グループの対象となる親 子と保健所の接点が増加していること専によって開催のニャズ愕ますます増加していると判断される。しかしながら、現実に実  
施率が増加していない原因には、予算上の措置や技術面等の課且、母子保健活劇の市町村と県との業務分担の不確定さな   ♪州塞蜜士ilス   

評価   

調査・分析上の課脛   保健所について、予算上の措置や技術面等の課規の解決、母子保健活働の市町村と県の業務分担の明確化などが求めら  
れる。   

目棟達成のための課趨  グループ活動の支接に関する方法論の確立と保健所職員への研♯の実施が必要である。   8   
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参考資料3  

地方公共団体の取組状況  

1－1都道府県版の「健やか親子21」の中間評価を行いましたか。  

ロ単独の中間評価を行った   

ロ他の計画の一部として中間評価をおこなった   

凸その他の形で中間評価をおこなった   

口中間評価は行わなかった   

■策定されていなかった、もしくは他の計画にも盛り込ま   
れていなかった  

8無回答  

1－2 「健やか親子21」の中間評価を行いましたか。  
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2 「健やか親子21」の推進状況やその課題について，住民や関係者と協議を行っていますか。  

都道府県  政令市・特別区  
（％）  

市町村  

平成17年  平成21年  平成17年  平成21年  平成17年  平成21年   

母子保健運営協議会等で協議をしている   32   30   17   6   12   7   

健康づくり推進協議会等で他の世代の保健  
9   13   21   22   26   26   

事業と一緒に協議をしている  

その他の協議会等で一緒に協議をしている   26   30   35   45   12   16   

協議の機会を特に持っていない   28   26   26   22   49   47   
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3 「健やか親子21」の推進に関わっている方（担当者）が、どのように次世代育成支援行動計画の策定   

に関わっていますか。  

（％）   都道府県  政令市・特別区  市町村   

策定の主体となって取り組んだ   6   5   6   

主管部署と共同で策定した   45   51   38   

主管部署から意見聴取をされた   47   42   46   

策定にはほとんど関わっていない   0   2   7   

計画が策定されていない   0   0   2   

無回答   2   0   

■策定の主体となって取り組んだ   

ロ主管部署と共同で策定した   

□主管部署から意見聴取をされた   

□策定にはほとんど関わっていない   

良計画が策定されていない   

B無回答  

都道府県  政令市・特別区   市町村  
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4 「健やか親子21」や「子ども・子育て応援プラン」等に盛り込まれた個別の施策に関する取組状況に  

ついて  

1）取り組んでいる都道府県の割合（％）  

都道府県  

0  20  

人工妊娠中絶、性感染症、薬物乱用問題に関する取  

組の推進  

満足できる「いいお産」について医療機関等と連携し  

た取組の推進   

産科医師の確保・育成（※H17調査は助産師も含  

む）  

助産師の確保・育成  

医療機関等関係機関一団体と連携した取組の推進  

授乳室の設置など授乳しやすい環境づくりの促進  

小児科医師の確保暮育成  

小児の二次救急体制の整備  

効果的な情報提供体制の整備（食育の推進）  

関係機関等のネットワークづくりの促進（食育の推進）   

食育の取り組み事例の収集及び検証の促進（食育の  

推進）  

子どもの生活習慣の改善について教育委員会との連  

携を活用した取り組みの推進  
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2）取り組んでいる政令市・特別区の割合（％）  

政令市一特別区  

0  20  40   

人工妊娠中絶、性感染症、薬物乱用問題に関する取組の推  
進  

満足できる「いいお産」について医療機関等と連携した取組の  

推進  

満足できる「いいお産」について妊婦りく－トナーが学習できる  

母親学級の見直し  

満足できる「いいお産」についての妊婦に対する相談の場の痩  

供等の促進  

妊娠期から産後までの継続した支援体制の整備  

産科医師の確保・育成（※Hl了調査は助産師も含む）  

助産師の確保■育成  

医療機関等閑係機関・団体と連携した取組の推進  

授乳室の設置など授乳しやすい環境づくりの促進  

小児科医師の確保一育成   

小児の初期救急体制（在宅当番医，休日夜間急患センター）  

の整備  

慢性疾患児等の在宅医療の支援体制の整備   

周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制  
の確立  

育児不安・虐待親のグループの活動の支援  

生後4ケ月に達するまでに新生児坊間や乳児健診のいずれに  

も接触のなかった全乳児の状況把握  

休日健診の推進等乳児健康診査受診率の向上  

育児支援に重点をおいた乳幼児健康診査の実施   

食育の推進についての子育て支援センターと連携した取り組  

み  

食育の推進についての保育所・幼稚園と連携した取り組み  

食育の推進についての学校と連携した取り組み  

食育の推進についての農林漁業、食品産業関連機関と連携し  
た取り組み   

食育の推進についての住民組織■団体と連携した取り組み  

食育の推進についての関係機関による食育推進連絡会（協津  

会）の設置   

子どもの生活習慣の改善についての幼児健康診査の機会を  
通じた取り組み   

子どもの生活習慣の改善についての学校における定期健康  
診断の機会を通じた取り組み  
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3）取り組んでいる市町村の割合（％）  

市町村  

0  20  40  

口H17 日H21  

60  80  100  

人工妊娠中絶、性感染症、薬物乱用問題に関する取組の推  

進  

満足できる「いいお産」について医療機関等と連携した取組  

の推進  

満足できる「いいお産」について妊婦■パートナーが学習でき  

る母親学級の見直し  

満足できる「いいお産」についての妊婦に対する相談の場の  

提供等の促進  

妊娠期から産後までの継続した支援体制の整備  

産科医師の確保・育成  

助産師の確保・育成 

医療機関等関係機関■団体と連携した取組の推進  

授乳室の設置など授乳しやすい環境づくりの促進  

小児の初期救急体制（在宅当番医，休日夜間急患センター）  

の整備  

慢性疾患児等の在宅医療の支援体制の整備  

周産期医療施設から退院したハイリスク児へのフォロー体制  

の確立  

育児不安・虐待親のグループの活動の支援  

生後4ケ月に達するまでに新生児訪問や乳児健診のいずれ  

にも接触のなかった全乳児の状況把握  

休日健診の推進等乳児健康診査受診率の向上  

育児支援に重点をおいた乳幼児健康診査の実施  

食育の推進についての子育て支援センターと連携した取り組  

み   

食育の推進についての保育所・幼稚園と連携した取り組み  

食育の推進についての学校と連携した取り組み  

食育の推進についての農林漁業、食品産業関連機関と連携  

した取り組み   

食育の推進についての住民組織・団体と連携した取り組み  

食育の推進についての関係機関による食育推進連絡会（協  

議会）の設置  

子どもの生活習慣の改善についての幼児健康診査の機会を  

通じた取り組み  

子どもの生活習慣の改善についての学校における定期健康  

診断の機会を通じた取り組み  
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